
【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 222,556   固定負債 96,908

    有形固定資産 197,757     地方債等 64,064

      事業用資産 62,783     長期未払金 -

        土地 35,962     退職手当引当金 4,324

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 28,520

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 8,443

        建物 62,161     １年内償還予定地方債等 7,166

        建物減価償却累計額 -40,403     未払金 317

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,811     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -3,367     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 329

        船舶 -     預り金 630

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 105,350

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 228,866

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -100,274

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,620

      インフラ資産 128,019

        土地 17,282

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,795

        建物減価償却累計額 -2,768

        建物減損損失累計額 -

        工作物 252,804

        工作物減価償却累計額 -144,480

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 386

      物品 24,785

      物品減価償却累計額 -17,831

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 6,669

      ソフトウェア 37

      その他 6,632

    投資その他の資産 18,131

      投資及び出資金 2,649

        有価証券 1,422

        出資金 854

        その他 373

      長期延滞債権 909

      長期貸付金 29

      基金 14,891

        減債基金 2,640

        その他 12,251

      その他 1

      徴収不能引当金 -345

  流動資産 11,386

    現金預金 3,787

    未収金 874

    短期貸付金 0

    基金 6,309

      財政調整基金 6,309

      減債基金 -

    棚卸資産 15

    その他 479

    徴収不能引当金 -79

  繰延資産 - 純資産合計 128,592

資産合計 233,942 負債及び純資産合計 233,942

全体貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：百万円）

    資産売却益 -

    その他 10

純行政コスト 53,491

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 99

  臨時利益 10

  臨時損失 412

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 313

    使用料及び手数料 2,241

    その他 1,668

純経常行政コスト 53,088

      社会保障給付 6,577

      その他 10

  経常収益 3,910

        その他 265

    移転費用 37,064

      補助金等 30,477

      その他の業務費用 1,223

        支払利息 840

        徴収不能引当金繰入額 117

        維持補修費 319

        減価償却費 7,385

        その他 18

        その他 1,129

      物件費等 13,218

        物件費 5,496

        職員給与費 4,018

        賞与等引当金繰入額 325

        退職手当引当金繰入額 21

  経常費用 56,998

    業務費用 19,934

      人件費 5,492

全体行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 115,215 164,205 -48,990 -

  純行政コスト（△） -53,491 -53,491 -

  財源 52,879 52,879 -

    税収等 28,800 28,800 -

    国県等補助金 24,078 24,078 -

  本年度差額 -612 -612 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,530 1,530

    有形固定資産等の増加 7,000 -7,000

    有形固定資産等の減少 -7,751 7,751

    貸付金・基金等の増加 1,135 -1,135

    貸付金・基金等の減少 -1,914 1,914

  資産評価差額 -24 -24

  無償所管換等 698 698

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 13,314 65,517 -52,203

  本年度純資産変動額 13,377 64,661 -51,284 -

本年度末純資産残高 128,592 228,866 -100,274 -

全体純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 538

本年度歳計外現金増減額 13

本年度末歳計外現金残高 551

本年度末現金預金残高 3,787

財務活動収支 85

本年度資金収支額 55

前年度末資金残高 3,181

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,236

    地方債等償還支出 6,738

    その他の支出 880

  財務活動収入 7,704

    地方債等発行収入 6,446

    その他の収入 1,258

    資産売却収入 3

    その他の収入 264

投資活動収支 -5,573

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,619

    その他の支出 491

  投資活動収入 2,793

    国県等補助金収入 914

    基金取崩収入 1,278

    貸付金元金回収収入 334

  投資活動支出 8,365

    公共施設等整備費支出 6,746

    基金積立金支出 821

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 308

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 90

  臨時収入 -

業務活動収支 5,543

【投資活動収支】

    税収等収入 27,790

    国県等補助金収入 23,391

    使用料及び手数料収入 2,171

    その他の収入 1,593

  臨時支出 90

    移転費用支出 37,064

      補助金等支出 30,477

      社会保障給付支出 6,577

      その他の支出 10

  業務収入 54,946

    業務費用支出 12,250

      人件費支出 5,477

      物件費等支出 5,730

      支払利息支出 840

      その他の支出 202

全体資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 49,314



①有形固定資産の明細 （単位：円）

 
前年度末残高

（A）

 
本年度増加額

（B）

 
本年度減少額

（C）

 本年度末残高
（A）＋（B）-（C）

（D）

 本年度末
減価償却累計額

（E）

 
本年度償却額

（F）

 本年度末
減損損失累計額

（G）

 
本年度減損額

（H）

 差引本年度末残高
（D）－（E）－（G）

（I）

103,758,999,878    6,180,070,133        3,386,010,155        106,553,059,856    43,769,820,068      1,336,759,311        -                         -                         62,783,239,788      
35,716,865,023      259,736,216          15,092,986            35,961,508,253      -                         -                         35,961,508,253      

-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         
59,294,397,869      775,712,286          1,516,884,000        58,553,226,155      39,967,923,017      1,049,509,603        -                         -                         18,585,303,138      
2,069,145,375        2,091,595,147        553,454,204          3,607,286,318        434,766,499          186,776,657          -                         -                         3,172,519,819        
6,030,875,111        49,738,700            1,269,920,345        4,810,693,466        3,367,130,552        100,473,051          -                         -                         1,443,562,914        

-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         
-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         
-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         
-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         

647,716,500          3,003,287,784        30,658,620            3,620,345,664        -                         -                         3,620,345,664        
184,964,088,198    90,819,079,860      516,019,286          275,267,148,772    147,247,666,637    39,762,870,519      -                         -                         128,019,482,135    
15,559,698,909      2,026,531,187        304,545,913          17,281,684,183      -                         -                         17,281,684,183      
1,765,129,104        3,031,909,448        1,791,498             4,795,247,054        2,767,731,565        2,046,948,254        -                         -                         2,027,515,489        

167,308,818,185    85,615,331,963      120,039,475          252,804,110,673    144,479,935,072    37,715,922,265      -                         -                         108,324,175,601    
-                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         -                         

330,442,000          145,307,262          89,642,400            386,106,862          -                         -                         386,106,862          
8,110,752,810        18,153,187,485      1,479,269,006        24,784,671,289      17,830,597,371      12,988,409,653      -                         -                         6,954,073,918        

296,833,840,886    115,152,337,478    5,381,298,447        406,604,879,917    208,848,084,076    54,088,039,483      -                         -                         197,756,795,841    

  事業用資産

【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 区分

　　建物

 　  土地

　　立木竹

　　建物

 　　工作物

　　船舶

 　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

 　　土地

　　建物付属設備

 　　工作物

 　　その他

　　建設仮勘定

  物品

合計
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【全体財務書類 注記事項】 

 

１ 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 
イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 
市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 
② 出資金 

市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 
 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品･････････先入先出法による低価法 
 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   8 年～50 年 
工作物  8 年～60 年 
物品   0 年（非償却）～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 
過去 5 年間の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上してい

ます。 
② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額から、兵庫県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に本市職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積

立金額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 
③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
 
⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 
⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 
なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 
⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。 

 

２ 偶発債務 

 

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 
損失補償債務等 

総額 
損失補償等引当金 

計上額 
貸借対照表 
未計上額 

兵庫県信用保証協会 0 百万円 0 百万円 76 百万円 76 百万円 

計 0 百万円 0 百万円 76 百万円 76 百万円 
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３ 追加情報 

 

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

と畜場事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

国民宿舎事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 
① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

令和元年度まで連結対象としていた病院事業会計は、令和 2 年度から地方独立行政法人たつの

市民病院機構に移行したため、連結対象外としています。 
また、令和元年度まで連結対象外としていた下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、

前処理場事業特別会計の 3 会計は、令和 2 年度から地方公営企業法の財務規定等を適用した下水

道事業会計に移行したため、連結対象としています。 
 

⑵ 出納整理期間 
地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 
 
⑶ 表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 
ア 範囲 

貸付地の一部及び売却予定地としている公共資産 
イ 内訳 

事業用資産  667 百万円 
土地   667 百万円 

令和 2 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 
売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっていま

す。 
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